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員
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提
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弁
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送
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す
る
。



衆
議
院
議
員
木
村
太
郎
君
提
出
東
北
新
幹
線
新
青
森
（
全
線
開
業
）
に
関
す
る
質
問
に
対
す
る
答
弁
書

一
に
つ
い
て

お
尋
ね
の
よ
う
な
点
に
つ
い
て
、
国
土
交
通
省
と
し
て
評
価
は
行
っ
て
い
な
い
が
、
例
え
ば
、
東
北
新
幹
線
の
営
業
主
体

で
あ
る
東
日
本
旅
客
鉄
道
株
式
会
社
（
以
下
「
Ｊ
Ｒ
東
日
本
」
と
い
う
。
）
に
よ
る
と
、
平
成
二
十
二
年
十
二
月
か
ら
平
成

二
十
三
年
二
月
ま
で
の
各
月
に
お
け
る
東
北
新
幹
線
八
戸
・
新
青
森
間
の
利
用
者
数
は
、
平
成
二
十
一
年
十
二
月
か
ら
平
成

二
十
二
年
二
月
ま
で
の
各
月
に
お
け
る
東
北
線
八
戸
・
青
森
間
の
特
急
列
車
の
利
用
者
数
と
比
較
し
て
、
そ
れ
ぞ
れ
二
十
四

パ
ー
セ
ン
ト
、
三
十
七
パ
ー
セ
ン
ト
及
び
二
十
四
パ
ー
セ
ン
ト
の
増
加
と
な
っ
て
い
る
と
の
こ
と
で
あ
る
。

二
に
つ
い
て

国
土
交
通
省
に
お
い
て
は
、
東
北
新
幹
線
全
線
開
業
後
に
発
生
し
た
輸
送
障
害
に
つ
い
て
、
鉄
道
事
業
法
（
昭
和
六
十
一

年
法
律
第
九
十
二
号
）
に
基
づ
き
、
そ
の
概
要
、
原
因
、
再
発
防
止
対
策
等
に
つ
い
て
の
届
出
を
Ｊ
Ｒ
東
日
本
か
ら
受
け
て

い
る
と
こ
ろ
で
あ
り
、
Ｊ
Ｒ
東
日
本
に
お
い
て
、
輸
送
障
害
の
原
因
と
な
っ
た
設
備
の
改
修
等
の
再
発
防
止
対
策
を
適
切
に

講
ず
る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
と
考
え
て
い
る
。

三
及
び
四
に
つ
い
て

一



御
指
摘
の
奥
羽
本
線
や
青
い
森
鉄
道
に
係
る
取
組
を
含
め
、
鉄
道
の
利
便
性
の
維
持
、
向
上
等
を
図
る
た
め
の
各
種
取
組

に
つ
い
て
は
、
各
鉄
道
事
業
者
に
お
い
て
、
輸
送
需
要
の
動
向
、
収
支
採
算
性
、
地
域
の
要
望
等
を
総
合
的
に
勘
案
し
て
判

断
す
る
べ
き
も
の
と
認
識
し
て
い
る
が
、
国
土
交
通
省
と
し
て
も
、
青
い
森
鉄
道
線
の
駅
の
設
置
に
対
し
て
国
庫
補
助
を
行

う
等
、
支
援
を
行
っ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。

五
に
つ
い
て

独
立
行
政
法
人
鉄
道
建
設
・
運
輸
施
設
整
備
支
援
機
構
の
特
例
業
務
勘
定
の
利
益
剰
余
金
等
に
つ
い
て
は
、
政
府
と
し
て

は
、
平
成
二
十
二
年
九
月
二
十
四
日
の
会
計
検
査
院
の
意
見
表
示
等
も
勘
案
し
つ
つ
、
我
が
国
の
厳
し
い
財
政
事
情
、
日
本

国
有
鉄
道
清
算
事
業
団
の
債
務
等
の
処
理
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
年
法
律
第
百
三
十
六
号
）
第
二
条
の
規
定
に
よ
り
二
十

四
兆
百
六
十
六
億
円
の
日
本
国
有
鉄
道
清
算
事
業
団
の
債
務
を
一
般
会
計
に
お
い
て
承
継
し
た
こ
と
、
利
益
剰
余
金
等
の
由

来
、
日
本
国
有
鉄
道
改
革
法
（
昭
和
六
十
一
年
法
律
第
八
十
七
号
）
第
六
条
及
び
第
八
条
の
規
定
に
よ
り
設
立
さ
れ
た
北
海

道
旅
客
鉄
道
株
式
会
社
、
四
国
旅
客
鉄
道
株
式
会
社
、
九
州
旅
客
鉄
道
株
式
会
社
及
び
日
本
貨
物
鉄
道
株
式
会
社
の
経
営
自

立
支
援
等
の
鉄
道
事
業
の
活
性
化
の
推
進
等
の
重
要
性
等
を
踏
ま
え
、
平
成
二
十
三
年
一
月
二
十
四
日
に
内
閣
か
ら
国
会
に

提
出
し
た
平
成
二
十
三
年
度
に
お
け
る
財
政
運
営
の
た
め
の
公
債
の
発
行
の
特
例
等
に
関
す
る
法
律
案
に
お
い
て
、
そ
の
う

二



ち
一
兆
二
千
億
円
を
国
庫
納
付
す
る
こ
と
と
す
る
と
と
も
に
、
同
年
三
月
八
日
に
内
閣
か
ら
国
会
に
提
出
し
た
日
本
国
有
鉄

道
清
算
事
業
団
の
債
務
等
の
処
理
に
関
す
る
法
律
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
に
お
い
て
、
鉄
道
事
業
の
活
性
化
の
推
進

等
の
た
め
に
活
用
す
る
こ
と
と
し
て
お
り
、
国
会
に
対
し
、
こ
れ
ら
の
法
案
に
つ
い
て
の
速
や
か
な
御
審
議
及
び
御
可
決
を

お
願
い
し
て
ま
い
り
た
い
。

三


